
第 回景況調査 年 月調査  

●●●●    厳厳厳厳しさしさしさしさ続続続続くくくく世界経済世界経済世界経済世界経済とととと日本経済日本経済日本経済日本経済 

 年 月決算が公表される季節となりましたが、予想通りかなり厳しい数字が

並んでいます。トヨタをはじめ、一昨年まで好調から一気に巨額の赤字決算となってい

る例が多く、今年度についても厳しい見方をしている企業が少なくありません。 

 海外では、中国が比較的好調を維持しているのに対し、欧米では一進一退の状況が続

いています。中国は、堅い内需関連を中心に需要が伸び、成長は維持していくと考えら

れますが、世界経済をどれだけ引っ張っていくことが可能なのか、日本経済にどれだけ

効果があるのかについて過大な評価はできません。欧米では、政策的な対応が積極的に

行われ、その効果が一部見られるものの、米国自動車メーカーの経営問題のように先が

見えない面も多く、楽観はできません。「グローバル恐慌」はまだしばらく続くことは

覚悟する必要があります。 

 

●●●●バブルバブルバブルバブル崩壊後崩壊後崩壊後崩壊後、、、、最悪最悪最悪最悪のののの不況不況不況不況 

 年 月期に実施された景況調査を見ると、「バブル崩壊後、最悪の不況」

といった表現が少なくありませんでした。中同協の「同友会景況調査報告 」

では、業況 、業況水準 、売上高 、経常利益 の四つの指標で調査開始以

来、バブル経済崩壊直後を超えて最大のマイナス値になっています。 では、業況

判断 「好転」割合から「悪化」割合を引いた数字 は 年の▲ から▲

に悪化しています。細かく見ると「好転」は に過ぎず、「悪化」は に上っ

ています。 

 大阪の景況調査でも、府下の中小企業を対象とした大阪市信用金庫の「総合業況判断

」が一九六七年に調査を開始して以来、最低の数字となったと伝えています。「百

年に一度」かどうかはともかく、景況悪化の広がりという点では、ここ数十年で最悪の

水準であることは確かなようです。また、次期についても厳しい味方をしている企業が

多く、先が見通せない「恐慌」の特徴が強くなっています。 

 

●●●●「「「「ナイキナイキナイキナイキ型景気回復型景気回復型景気回復型景気回復」「」「」「」「 字型景気字型景気字型景気字型景気」」」」  

 こうした厳しい状況が見られる一方で、内閣府が 月 日に発表した景気動向指数

によると数ヶ月先の景気動向を示す景気先行指数が六ヶ月ぶりに改善を見せました。昨

年秋からの急激な減産による在庫調整が進み、生産や出荷動向に底入れの兆しが出てき

たことが理由であるとされています。 

 一部の数値で改善が見られることから、「ナイキ型景気回復」に入ったとする見方が

出ています。「ナイキ型」とは、有名なスポーツ用品メーカーのロゴのような緩やかな

右上がりを意味し、緩やかに回復するという意味で使われています。また、下げ止まり



は見せているが上昇傾向は見られない「 字型」に景気状況があるという表現もされて

います。 

 確かに、一部の数値で改善が見られていることは事実です。しかし、中同協の調査を

はじめ、中小企業の状況を見ると「ナイキ型」はもちろん、「 字型」でもまだ楽観的

といえます。中小企業の状況は大企業と比べていっそう厳しいというのが今回の不況の

特徴であること、さらに収入減に見舞われた家計の消費が今後いっそう懸念されること、

などを考えると、前述したように楽観はできません。 

 

●●●●大阪同友会大阪同友会大阪同友会大阪同友会のののの調査結果調査結果調査結果調査結果からからからから 

 大阪同友会の 年 月 月期の景況調査結果も、かつてない厳しさを示して

います。業況判断では昨年同期比、前期比いずれも が▲ 以上となっています。

月 月期についても▲ で、好転すると考えている企業の割合は著しく低くなっ

ています。売上高 も▲ 前後にあり、来期についても厳しい見方をしています。

経常利益も は▲ 以上ですし、当期利益で見ると赤字企業の割合が六割以上にな

っています。 

 経常利益悪化の理由では「売上数量 客数の減少」が を占め、需要や消費の低

迷の影響の大きさを示しています。経営上の問題点でも、「民間需要の停滞」が

と最も多く、次いで「同業者間の価格競争の激化」 となっています。需要の低迷

にどう対応するのかが大きな課題となっていることがわかります。 

 こうした状況の中で資金繰り 「余裕有」割合から「窮屈」割合を引いたもの

は▲ 、借入金 「増加」割合から「減少」割合を引いたもの は となって

いるなど、借入金が増え、資金繰りが厳しくなりつつあります。借入金の増加は設備投

資ではなく、運転資金確保が中心であると考えられます。金利については、長期も短期

も 「上昇」割合から「低下」割合を引いたもの はマイナスで、金利は低下して

いるとする企業が多く、借入の困難度 「困難」割合から「容易」割合を引いたも

の もマイナスで、容易が困難を上回っているなど、まだこの点での深刻さは現れてい

ません。しかし、今後の動向については注意が必要です。 

 雇用面では人手の過不足 「過剰」割合から「不足」割合を引いたもの は▲

となり、実際に従業員が減っている企業も増えています。 

 需要減 売上減のもとで、経営上の力点として第一に重視されているのは、当然「新

規受注の確保」 です。しかし、二位以下は分散し「付加価値の増大」

「社員教育」 「人件費を除く経費減」 「財務体質の強化」

となっています。「人件費削減」 よりも「社員教育」の比率が高かったこと

が印象的です。また、不況の中で企業の体質やビジネスの内容自体を変えていかなけれ

ば生き残れないことを意識していることも感じられます。 



 

●●●●勝勝勝勝ちのこるちのこるちのこるちのこる企業企業企業企業づくりをづくりをづくりをづくりを 

 国内市場、既存の市場における需要低迷は今後もしばらく続くと考えられます。この

中で企業として生き残っていく道筋は、既存市場で従来型のビジネスを展開し価格競争

に進んでいくのではなく、①縮小の中でも耐える企業体質作り、②縮小する市場の中で

競争力をつけシェアを拡大させる、③国内から海外、既存市場から周辺市場へなど新た

な市場を求める、ことではないでしょうか。いずれにしても、厳しい状況をどういった

方向で耐え、勝ちのこっていくのか、その道筋を明確化していくことが大事になってい

ます。  

●●●●     



 

 



 

 

 


